
東京都地方独立行政法人評価委員会 平成１９年度第１回公立大学分科会 会議次第 

平成19年5月25日（金）午後1時30分～午後5時 

公立大学法人首都大学東京 荒川キャンパス 

管理棟２階大会議室 

 

 
  １ 開会挨拶 
 
  ２ 審議事項 
    ・経営努力認定方法の見直しについて 
 
  ３ その他 
 
 
      
配布資料 
 １ 東京都地方独立行政法人評価委員会 公立大学分科会委員名簿 
 ２ 公立大学法人首都大学東京の平成１８年度決算における経営努力認定の考え方について（案） 
 ３ 公立大学法人首都大学東京の利益処分の承認の考え方について（案） 
   経営努力の認定方法について（案） 
 ４ 公立大学分科会 年度評価業務スケジュール 
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資料　１

事務局出席者名簿
平成19年4月1日現在 平成19年4月1日現在

影　山　　竹　夫 東京都総務局首都大学支援部長

稲　葉　　　　薫 東京都総務局首都大学支援部大学調整課長

氏　　名 役　　職

（分科会長を除き、五十音順　敬称略）

東京都地方独立行政法人評価委員会　公立大学分科会　委員名簿

　東京大学理事（副学長）

　東京大学名誉教授

　東京慈恵会医科大学名誉教授

　日本公認会計士協会常務理事

所　　属

　東京電機大学学長

　株式会社ＮＴＴデータ相談役

　日本経済新聞社論説委員

役　　　職 氏　　名

委　　　　員

原　島　　文　雄

青　木　　利　晴

委　　　　員

分 科 会 長

委　　　　員

柴　崎　　信　三

西　尾　　茂　文

米　本　　恭　三

委　　　　員

委　　　　員 和　田　　義　博

委　　　　員

芳　賀　　　徹



資料　２

公立大学法人首都大学東京の平成１８年度決算における経営努力認定の考え方について(案）

経常費用

剰余金

経常費用

剰余金

経常費用

剰余金

経常費用

剰余金

経営努力認定額
（知事の承認を受ける額）

積立金

標準運営費交付金
（効率化係数対象外）

特定運営費交付金

自己収入
に係るもの

標準運営費交付金
（効率化係数対象）
に係るもの

標準運営費交付金
（効率化係数対象外）

に係るもの

特定運営費交付金
に係るもの

自己収入

標準運営費交付金
（効率化係数対象）

経営努力
認定対象

経営努力
認定
対象外

経
常
収
益

経営努力
とみなす
対象

経営努力
認定対象

非認定

剰余金の発生要因を説
明した上で、本来行う
べき業務を行ったこと

を立証

業務実績評価の評定
「１」「２」が

おおむね80％以上

学生収容定員の充足率
が、学部で100％、
大学院で90％以上

剰余金の発生要因 業務実績評価の活用 定員充足率

事業進捗

計画どおり事業を
実施

剰余金の発生要因

業務を効率的に実施

損益計算書 剰余金 利益処分

財
源
別
区
分
の
実
施

経営努力認定基準18

利益処分の承認にあたっての基本方針

「地方独立行政法人法第４０条第３項により設立団体の長の承認を受けようとする額」は以下のいずれの要件にも合致する場合に承認する。
　　　　　　　①当該事業年度における経営努力により生じたと認められるもの
　　　　　　　②法第二十六条第二項第六号に基づき、中期計画に定めた剰余金の使途に充てようとするものでかつ合理的な使途であると認められるもの

剰
余
金
の
使
途
の
事
前
報
告

認
定

事業別
管理

行なわなかった業務の
事業費相当額を認定額

から控除

原則認定しない
未充足数相当の経費

（入学金及び授業料相
当額）を認定額から

控除

未達成の場合

事業の中止や業務を効率的に行わなかった場合
は事業別に相当額を認定額から控除



公立大学法人首都大学東京の利益処分の承認の考え方について（案） 

 
１ 承認の考え方 
公立大学法人首都大学東京（以下「法人」という。）の利益処分において、地方独立行政法人法第

４０条第３項により設立団体の長の承認を受けようとする額は、「地方独立行政法人会計基準及び地
方独立行政法人会計基準注解（総務省告示）（以下「会計基準」という。）」に基づき、以下のいずれ
の要件にも合致する場合に承認する。 
 
 ①当該事業年度における経営努力により生じたと認められるもの 
 ②法第２６条第２項第６号に基づき、中期計画に定めた剰余金の使途に充てようとするもので、か
つ合理的な使途であると認められるもの 

 
２ 経営努力認定の考え方 
 経営努力認定にあたっては、「会計基準第７１（法第４０条第３項による承認の額）〈参考〉経営努
力認定の考え方」（以下、「会計基準７１〈参考〉」という。）に基づき、以下のとおり財源別に認定の
考え方を定めるものとする。 
 いずれの場合にも、経営努力認定を受けようとする場合には、法人の経営努力により生じたもので
あること及び、剰余金の使途が中期計画に定めた剰余金の使途であり、かつ合理的な使途であること
について、法人自らその根拠を立証しなければならない。 
具体的な認定方法については、別紙「経営努力の認定方法について」に定めるところによる。 
 
 ①運営費交付金及び国又は地方公共団体からの補助金等に基づく収益以外の収益によるもの 
  〈対 象〉 授業料収益、入学金収益、受託研究等収益等 
  〈考え方〉 会計基準７１〈参考〉４（１）に基づき、運営費交付金及び国又は地方公共団体か

らの補助金等に基づく収益以外の収益から生じた利益については、経営努力により生
じたものとして認定する。 

 
 ②効率化係数対象の運営費交付金収益によるもの 
  〈対 象〉 標準運営費交付金のうち効率化係数が係る部分の剰余金 
  〈考え方〉 会計基準７１〈参考〉４（２）に基づき、中期計画（年度計画）の記載内容に照ら

して、本来行うべき業務を効率的に行ったために費用が減少し、その結果発生した利
益については、原則として経営努力によるものと認定する。ただし、当該交付金につ
いては、都が求める業務の効率化が、効率化係数という一定のルールの下に行われて
いることから、認定基準については、別紙のとおりとする。 

 
 ③効率化係数対象外の運営費交付金収益によるもの（特定運営費交付金によるものを除く） 
  〈対 象〉 標準運営費交付金のうち効率化計数が係らない部分の剰余金 
  〈考え方〉 重点事業や新規事業の立ち上げに要する経費であり、都として一件別に事業進捗を

管理する性質のものである。したがって、事業計画の変更の可能性が小さく、客観的
な進捗度の把握が可能であることから、計画どおり事業を実施し、業務を効率的に行
ったために費用が減少し、その結果発生した利益については、原則として経営努力に
よるものと認定する。 

 
３ 経営努力として認められないもの 
 ①運営費交付金収益によるもののうち、使途を特定して交付された特定運営費交付金によるもの 
 
 ②本来行うべき業務を行わなかったために費用・収益が減少したことと認められるもの 
   ⇒ 例 ・在籍者数が定員に満たない場合 
       ・目的を達する前に、年度途中で事業を中止した場合（再構築によるものなどは除く） 
       ・必要な教員の補充を行わなかった場合

資料 ３ 
 
 別 紙  

経営努力の認定方法について（案） 

 
 
「公立大学法人首都大学東京の利益処分の承認の考え方について」（平成１９年５月３０日付１

９総首大第   号総務局首都大学支援部長決定）に基づき、公立大学法人首都大学東京（以下、

法人という）の経営努力認定にあたっては、財源別に認定を行うものとし、その方法については

以下のとおりとする。 
 
（１）運営費交付金及び国又は地方公共団体からの補助金等に基づく収益以外の収益によるもの 
   法人は東京都に対し、金額を報告し、東京都は経営努力として認定する。 
 
（２）効率化係数対象の運営費交付金収益によるもの 
   法人は東京都に対し、金額と剰余金の発生要因を報告し、東京都は当該剰余金が本来行う

べき業務を法人が行わなかったために生じたものではないことを確認した上、剰余金の全部

又は一部を経営努力として認定する。 
   なお、認定の前提として、東京都地方独立行政法人評価委員会が行う法人の業務実績評価

の項目別評価において、「１ 年度計画を順調に実施している。」もしくは「２ 年度計画を

おおむね順調に実施している。」との評価を、評価項目のおおむね８０％以上で得ていること

を条件とする。 
   また、学生収容定員に対して、収容数が学部においては１００％、大学院においては９０％

に満たなかった場合は、未充足分（入学金及び授業料相当額）を認定額から控除する。 
 
（３）効率化係数対象外の運営費交付金収益によるもの（特定運営費交付金によるものを除く） 
   法人は東京都に対し、事業毎に金額と事業の進捗を東京都に報告し、東京都は法人が計画

どおり事業を実施し、かつ業務を効率的に行った結果、剰余金が発生したことを確認した上

で、剰余金の全部又は一部を経営努力として認定する。 
 
 なお、経営努力認定を受ける場合の報告方法及び様式については、剰余金の使途の報告方法と

併せて別途通知する。 
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